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⽯油コンビナートにおける事故時の地⽅⾃治体の住⺠対応に関する研究 

今中厚志 

 
 本論文は，一定量以上の石油または高圧ガスを集積する事業所が所在する石油コンビナート等特別防災

区域の事故に対する地方自治体の防災対策の現状と住民の事故時の避難行動や評価を明らかにしたうえ

で，自治体の事故時の住民対応における課題を明らかにすることを目的とした。 

 本論文は，以下の５章で構成した。 

 第１章では，本論文の背景と目的を示し，第２章では，本論文で用いられる用語を整理，対象となる特

別防災区域，石油コンビナートに関連する事故，防災対策に関係する法制度を概況した。先行研究から，

特別防災区域での防災対策についての都道府県の現状については明らかになっている部分はあるが，市町

村の対応は不明確であり，また，都道府県と市町村の自治体間の役割分担，連携の底上げのための施策は

議論されていない。また，避難呼びかけを自治体が実施した場合の住民の避難の実効性や自治体の対応へ

の評価は明確でなく，事故時の住民対応における課題を明らかにするため，自治体と住民に対する質問紙

調査をもとにした分析の枠組みを示した。 

 第３章では，特別防災区域内の事故時の自治体の対応の現状と課題について，特別防災区域を有する道

府県と市町村に対する質問紙調査の分析から，都道県と市町村の平常時と事故時の役割分担，自治体の防

災対策の現状，対応マニュアルや住民の避難計画の策定状況とその要因を明らかにした。 

 役割分担について，道府県は，関係機関の調整役を果たしている。回答道府県のすべてが事故に関する

訓練の実績があるものの，防災計画の改定時期などに差がみられた。一方，市町村は，事故時の避難情報

を伝達する役割を果たしているが，他の自然災害での計画を準用している可能性がある。予算や人員の制

約によっては，防災本部の構成員としての役割に留まっている場合もある。 

 自治体の平時の施策について，対応マニュアルと住民の避難計画について着目したところ，対応マニュ

アルは回答自治体の 56.5 %，避難計画は 51.2 %が策定，対応マニュアルと避難計画の両方策定は，回答

自治体の 31.8 %，道府県 39.1 %，市町村 29.0 %となった。一方で，対応マニュアルも避難計画も策定し

ていないのは回答自治体の 27.1 %となり，自治体の平時の防災対策の差を明示する結果となった。 

 第４章では，特別防災区域内での火災事故時に，爆発による被害のリスク回避のため，避難呼びかけが

発令された地域住民への質問紙調査を実施し，住民の行動や自治体の避難呼びかけの評価の分析から，自

治体の事故時の対応への課題を明らかにした。 

 住民の事故時の情報提供に関する要望について，事故発生直後は「情報の迅速性を重視」が回答者の

61.7 %，事故収束後は「情報の確実性を重視」が 58.7 %となった。ただし，発生直後から「情報の確実

性を重視」するのも 12.3 %となった。提供情報の内容について，「事業所における被害の状況」「避難指

示・勧告」「避難場所」は発生直後に求める回答者が約半数となった。火災事故時の避難行動について，

避難指示区域の回答者の 54.1 %が避難を実施，再度同様の事故が発生した際の避難意向は，回答者の

50.5 %が示した。避難した理由は「他の人に促されたため」，避難しなかった理由は「距離が離れてい

た」「避難する必要を感じなかったため」などが挙げられた。火災事故時の避難行動と他の回答との関連

では，居住地域との関係が大きい結果となった。 

 自治体の早期の避難呼びかけに関する評価について，最悪の事態を想定して避難呼びかけを積極的に出

すべきとしたのが避難指示区域で 54.0 %，非指示区域では 63.8 %となり，予防的措置としての避難呼び

かけは，安全側によった判断，避難しなくても，結果的に問題がなかったが，住民の不満が少ない事例と

して評価できる。 

 分析結果から，自己で避難判断をする層，避難が難しい層の存在を念頭に置いて対応マニュアルや避難

計画の検討が必要である。火災事故が発生した市でも，対応マニュアルや避難計画は未策定の状況であっ

たが，策定により，避難呼びかけ時にリスクの説明を加えるなど，避難呼びかけの実効性を高めるための

改善策が検討できる。 

 第５章では，各章で得られた知見をまとめ，本論文における結論と今後の研究の課題を示した。 


